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 4. 身動きとれない借金漬け財政 

 

(１) ３年続きで国債発行が税収を超す異常事態 

   菅内閣が決定した2011年度政府予算の一般会計総額は92兆4,116億円となり、当初

予算としては過去最大規模となった（表４参照）。ただ、2010年度当初予算比での増

加額は1,124億円に止まり、ほぼ前年度の水準に抑えられたことになる。 

 

表４ 一般会計予算フレーム 

（単位：億円） 

 22年度予算 23年度予算
22'→23'

備   考 

（歳 入）    

税収 373,960 409,270 35,310

その他収入 106,002 71,866 △ 34,136

 うち特例法によるもの 51,146 24,897 △ 26,249

    

公債金 443,030 442,980 △ 50

  うち４条公債(建設公債) 63,530 60,900 △ 2,630

 うち特例公債(赤字公債) 379,500 382,080 2,580

計 922,992 924,116 1,124

○その他収入のうち、特例法によるもの

は、基礎年金国庫負担割合の引上げ分に

充当 

（参考） 

 特例法によるものは、(独)鉄運機構納付

金12,000億円、財政投融資特別会計受入金

(財政融資資金勘定)10,588億円、外国為替

資金特別会計受入金2,309億円(平成23年度

に剰余金として見込まれる分） 

○公債依存度 47.9％（22年度 48.0％） 

○中期財政フレーム「平成22年度予算の水

準（約44兆円）を上回らないものとする

よう、全力をあげる。」 

（歳 出）    

国債費 206,491 215,491 9,000

基礎的財政収支対象経費 709,319 708,625 △ 694

 うち社会保障関係費 272,686 287,079 14,393

 うち地方交付税交付金等 174,777 167,845 △ 6,932

 うち経済危機対応・地

 域活性化予備費 
10,000 8,100 △ 1,900

 その他 251,857 245,601 △ 6,255

 

決算調整資金繰戻 7,182 － △ 7,182

計 922,992 924,116 1,124

○中期財政フレーム「少なくとも前年度当

初予算の『基礎的財政収支対象経費』の

規模を実質的に上回らない」 

○基礎年金国庫負担割合の引上げ分

（24,897億円）を含む。 

○子ども手当増額分（初年度1,887億円、

公務員分197億円を除く）を含む。 

（参考） 

 地方交付税総額（特会出口ベース）

173,734億円（対22年度＋4,798億円） 

 
(注)1. 特例法によるものとは、「平成22年度における財政運営のための公債の発行の特例等に関

する法律」および「平成23年度における財政運営のための公債の発行の特例等に関する法

律」（仮称）に基づく収入のうち特例公債金以外の収入をいう。 

  2. 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 

  3. 財務省資料により作成。 
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   子ども手当の上積みや農家への戸別所得補償制度の拡充など公約政策や新成長戦略

関連の予算措置などが増額の要因であるが、当初予算ベースで２年続いて国債発行収

入が税収を超す借金漬け財政の異常事態となった（2009年度決算を含めれば３年連続

の逆転）。 

   税収では３兆5,310億円増の40兆9,270億円と、３年振りに40兆円台に回復すること

が見込まれている。それでも、国の借金にあたる新規国債の発行額は過去最大だった

2010年度に比べてわずか50億円減の44兆2,980億円となり、公債依存度が47.9％（昨

年度48.0％）と高止まりしている（図21参照）。 

   予算のムダ削減で期待が集まった「事業仕分け」の判定で、削減につながった予算

額は約３千億円で、約７千億円の削減が予算に反映された2010年度に比べても、半額

以下に止まった。 

 

図21 税収と国債発行額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)1. 平成21年度までは決算、22年度は補正後予算、23年度は政府案による。 

  2. 平成２年度は、湾岸地域における平和回復活動を支援するための財源を調達するための臨

時特別公債を約1.0兆円発行。 

  3. 一般会計基礎的財政収支（プライマリー・バランス）は、「国債費－公債金」として簡便

に計算したものであり、ＳＮＡベースの中央政府の基礎的財政収支とは異なる。 

  4. 財務省資料により作成。 
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   南欧の財政危機を受けて、政府が財政健全化の枠組みを定めた2010年６月の「財政

運営戦略」で、新規国債の発行額と基礎的財政収支対象経費（国債費を除いた歳出

額）をそれぞれ2010年度以下にすることにした。71兆円が上限となる基礎的財政収支

対象経費を70兆8,625億円に抑えるなど、二つの財政健全化枠をかろうじて守ったが、

基礎的財政収支の赤字の規模は22兆7,489億円で、「2020年度黒字化」という目標達

成は危うく、借金の雪だるま的な拡大は止まっていない。2010年度（23兆6,539億

円）と比べた赤字の縮小幅は９千億円で、2011年度での税収増見込額（3.5兆円）を

大きく下回っていることを見れば、財政規律が緩んでいる。 

   2011年度末の国債の残高は約668兆円と見込まれ（図22参照）、利払費も９兆9,238 

 

図22 累増する国債残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)1. 公債残高は各年度の３月末現在額。ただし、平成22年度末は実績見込み、23年度は政府案

に基づく見込み。 

  2. 特例公債残高は、国鉄長期債務、国有林野累積債務等の一般会計承継による借換国債を含

む。 

  3. 平成23年度末の翌年度借換のための前倒債限度額を除いた見込額は656兆円程度。 

  4. 財務省資料により作成。 
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  億円に増える(16)。国と地方の借金を合わせた長期債務残高が、2010年度末に比べ約

23兆円増の約891兆円となる見込みである。国と地方の債務残高を対ＧＤＰ比で見る

と2011年度は184％と2010年度の181％からさらに上昇した。図23に掲げたように、Ｇ

７で最悪の水準で、財政危機に陥ったギリシャを大きく上回る（ＯＥＣＤの予測では

ギリシャは2011年末136.8％で、日本は204.2％となっている（ＯＥＣＤ［2010］参

照）。 

 

図23 政府債務の対ＧＤＰ比（ＯＥＣＤ・2011年見通し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) OECD Economic Outlook 88 database. 

 

   バブル崩壊時には60％台だった日本の政府債務の比率は、「失われた20年」で３倍

に膨張したことになる。近年の世界同時不況における経済対策によるものも含めて景

気浮揚のための財政出動と人口高齢化で避けられない社会保障費の増加がその要因で

あるが、前者は効果が十分発揮できなかったため、後者では必要な安定財源の確保を

先送りしているため、財政赤字を膨らませることとなった。そして、低金利政策が続

                                                                                 

(16) なお、想定された金利水準は前年度と同様2.0％である。概算要求段階での想定金利水準は

2.5％で、利払費が10兆7,788億円とされていたので、0.5％ポイントの引下げで8,550億円が圧

縮されたことになる。換言すれば、わずかな金利上昇で兆円単位で政府の利払費が膨らんでし

まう状況にある。 

85.5

97.1

81.3

136.8

112.7112.7

132.7132.7

204.2

88.6

98.5

0.0 

20.0 

40.0 

60.0 

80.0 

100.0 

120.0 

140.0 

160.0 

180.0 

200.0 

220.0 

カナダ フランス ドイツ ギリシャ アイルランド イタリア 日本 イギリス アメリカ

％



 

－ 89 － 

●
－自治総研通巻393号 2011年７月号－●

けられているにもかかわらず、国債累増につれて利払費が2005年度の７兆円を底に増

加に転じていることにも注目しなければならない（図24参照）。 

   歳入不足を補う税外収入（「その他収入」）は７兆1,866億円で、2010年度に比べ

3.4兆円ほど少ないが、2009年度から３年続きの大規模な「霞が関埋蔵金」の発掘と

なった（図25参照）。同年度から基礎年金の国庫負担割合を３分の１から２分の１に

引き上げているが（所要財源は36.5％と２分の１との差額＝約2.5兆円）、一時的な

穴埋め原資として埋蔵金を使ってきたことが規模拡大の主な要因である。 

   2011年度の予算編成にあたって、財務省が国庫負担率を元の36.5％への引下げを主

張する一幕もあったが50％維持で決着した。 

   なお、2010年12月22日の３大臣（財務、厚生労働、国家戦略担当相）間で、「2012

年度以降で税制抜本改革により安定財源が図られるまでは、２分の１と36.5％との差 

 

図24 利払費と金利の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)1. 利払費は、平成21年度までは決算、22年度は補正後予算、23年度は政府案による。 

  2. 公債残高は各年度３月末現在高。ただし、平成22年度末は実績見込み、23年度末は政府 

   案に基づく見込み。 

  3. 財務省資料により作成。 
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  額を税制抜本改革により確保される財源を活用して国庫の負担とするよう、必要な法

制上、財政上の措置を講ずるものとすること」（2010年12月22日の臨時閣議後におけ

る野田財務大臣の記者会見）との合意をしている。ただ、この合意内容でも明らかな

ように、税制抜本改革のスタートが後にずれ込んだ場合、「つなぎ国債」等で手当を

行う可能性もあり得る。 

   「その他収入」の内訳では、財投特会からは、財政融資資金勘定で特例的に積立金

（ストック）の残高全額及び剰余金分（フロー分）全額1.1兆円を、投資勘定で0.2兆

円を一般会計に繰り入れる。外為特会からは、2010年度の剰余金（フロー）の全額

2.7兆円と特例的に進行年度分（2011年度分）の剰余金（フロー）の0.2兆円を繰り入

れる。そのほかに、1.4兆円（鉄道建設・運輸施設整備支援機構1.2兆円、中小企業基

盤整備機構500億円、住宅金融支援機構413億円、(財)塩事業センター404億円、農林

漁業信用基金278億円）がかき集められる（表５参照）。鉄運機構の利益剰余金1.5兆

円のうち1.2兆円が国庫に返納される。残りの剰余金については経営が苦しいＪＲ４

社向けの助成金や整備新幹線の沿線自治体の負担軽減に充当する。 

 

 図25 「その他収入」の推移（当初予算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注) 財務省資料により作成。 
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 表５ 「その他収入」の内訳（2010・2011年度予算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  (注)1. 計数については、精査の結果、異動を生じる場合がある。 

    2. 財務省資料により作成。 

 

   「その他収入」7.2兆円のうち2.5兆円分は１年限りの特例法で措置されるが、それ

らを含め埋蔵金は恒久財源でないうえ、財投特会の積立金が底をついたこともあり今

後さらに減少する可能性が高い。国債の発行額を増額する代わりに、埋蔵金の取崩し

で歳出を賄ったとしても、埋蔵金という資産を減らして歳出に充てているので、資産

と負債を合わせて見た財務内容は好転するわけではない。まして、単年度限りの埋蔵

金の発掘で経常的な歳出を賄えば将来の負債増額につながる可能性もある。 

   資産の取崩しは将来からの借金と同じである。 

   また、基礎年金の給付費の財源（国庫負担）に安定的な原資を確保できないなかで、

政府が掲げるスローガン「強い社会保障」は空しく響く。同じく財源の調整不足で、

子ども手当も１年度のみ適用される時限立法である。これらの安定的な財源の裏付け

の乏しい給付は、将来の不確実性を高めるから、消費の押上げ効果を減じる可能性が

ある。 

 

・事業仕分け等を
踏まえた返納等 1,989

・外為特会剰余金 27,023
・その他 17,957

・日銀納付金 2,862
・ＪＲＡ納付金 2,318
・財投特会（投資勘定） 1,702
・公共事業費負担金 1,319
・国有財産売却収入 1,169

小小計 4.7兆円

・事業仕分け等を
踏まえた返納等 11,487

･外為特会剰余金 25,007
・その他 18,362

・日銀納付金 3,285
・ＪＲＡ納付金 2,394
・公共事業費負担金 1,498
・国有財産売却収入 1,287

小計 5.5兆円

その他

・鉄運機構 12,000
・財投特会積立金 10,588

（財融：ストック＋フロー分）

・外為特会剰余金 2,309
(進行年度分）

小計 2.5兆円

・財投特会積立金 47,541
（財融：ストック＋フロー分）

・外為特会剰余金 3,500
（進行年度分）

・食料特会積立金 105
小計 5.１兆円

特例法によるもの

２３年度 ７．２兆円２２年度 １０．６兆円

（単位：億円）（単位：億円）
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(２) 2011年度予算における主要経費の特徴 

   2011年度歳出予算では、社会保障関係費が5.3％増の28兆7,079億円となり、過去最

大の規模に膨らみ、一般会計歳出の３割を超えている。政策経費である「一般歳出」

の53.1％を占め、半分を超えたのは2010年度が初めてで２年連続となる（図26に主要

経費額の推移を示した）。 

   経費増加の背景には、高齢化に伴う医療や介護、年金などにかかる費用増加（高齢

化による自然増）のほか、３歳未満の「子ども手当」の月７千円増額や生活保護費が

失業者増を受け前年度比16.4％増と高い伸びとなったことなどがある。生活保護の受

給者は高齢者ばかりではなく職を失った現役世代の受給が目立つようになっている。 

   子ども手当は現行の月１万３千円を2011年度から３歳未満を対象に月７千円増額す

る（図27参照）。2009年の衆院選マニフェストで約束していた２万６千円の支給は断

念する一方で、昨年度の税制改正で年少扶養控除が廃止されるため従来の児童手当よ

り手取りが減る３歳未満に限り子ども手当の支給額を上積みすることとした。支給対

象となる子どもを留学中の場合等を除き国内に居住する子どもに限る一方、児童養護

施設に入所している子どもを対象に加える。 

 

 図26 一般会計歳出における主要経費額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注) 2009年度までは決算、2010年度は補正後予算額、2011年度は当初予算額。 
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   2011年度予算には2011年４月～2012年１月の10カ月分の上積みに必要な2,085億円

が計上されるが、厚生労働省予算から年金記録問題対策などの事業見直しによる歳出

削減（200億円）、経済対策予備費の一部の取崩し（1,550億円）と税制改正による所

得税の増収分（335億円）で賄う。ひとまず全額を国庫負担で捻出したが、将来の財

源調整に火だねを残している。 

   子ども手当の事業費（給付）総額は２兆9,356億円で、国費負担は２兆2,077億円で、

2010年度と同様に児童手当分の自治体（5,549億円）と事業主（1,731億円）の負担が

残る（2010年12月20日の子ども手当に関する５大臣合意）。国と自治体との交渉で、

子ども手当の財源の一部負担をめぐって自治体の譲歩を引き出すため公立小中学校の

給食費や保育所の保育料を子ども手当から天引きできる仕組みを設けることとなった。

保育料は直接徴収できるが、給食費については本人の同意に基づいて子ども手当から

納付できる仕組みとする。なお、「子ども手当は全額国費で」としていた民主党の公

約に反して地方負担を導入したことへの自治体の反発も強く、昨年度の予算編成で

「１年限り」とすることで決着していたものである。2011年度の財源捻出で地方負担 

 

   図27 子ども手当の上積み 
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  が続くことへの自治体の不満が強く残っている(17)。 

   待機児童問題を解消するためには、現金給付（子ども手当）の上積みよりも現物

                                                                                 
(17) 神奈川県は、2010年12月27日、昨年に引き続き「子ども手当の支給に要する費用の県費負担

に係る意見書」（追加）を内閣経由で国会に提出している。 
  1. 県には、子ども手当の国の財源措置を不服として、意見書を提出する権利があること 
    現行の子ども手当は、児童手当における「家庭における生活の安定に寄与する」という目

的は継承しておらず、所得制限も付されていないので、児童手当とはその性質が異なる。し
たがって、子ども手当の支給に要する費用の県費負担（以下「子ども手当の県費負担」とい
う。）は、平成22年度子ども手当法によって自治体に義務付けられた新たな事務であるため、
県には、地方財政法第13条第２項に基づく意見書を提出する権利がある。 

  2. 子ども手当の支給に要する費用の全額を国が負担すべきであること 
    子ども手当は、国が自らその全額を負担して実施することを国民に約束したものであると

いう導入の経緯からも、また、地域性を一切考慮しない全国一律一定額の金銭給付であって
自治体の独自の創意工夫の余地がないという事務の性質からも、それに要する費用は国がそ
の全額を負担すべきものである。国の財源不足は地方負担を正当化する理由にはならない。 

  3. 平成22年度分の子ども手当の県費負担に対する財源措置は不十分であること 
    平成22年度分の子ども手当においては、児童手当法の規定を流用することによって、都道

府県は、子ども手当の支給に要する費用について、その一部は国からの地方特例交付金によ
り、残りは都道府県の固有財源によって負担することとなっている。しかしながら、地方が
負担する子ども手当の支給に要する費用については、児童手当ではなく、子ども手当として
支給されるものであることから、本来であれば、国が、その全額について財源措置をとるべ
きものである。 

    しかしながら、国は、その一部について財源措置をとっているのみで、残りの部分は、自
治体が、その固有財源によって負担しており、平成22年度分の子ども手当の県費負担に対す
る財源措置は不十分である。 

  4. 平成22年度の子ども手当の支給に要する費用の地方負担は、それを求める上での必要な手
続を経ないで、突然かつ一方的に導入されたこと 

    地方財政法第21条第１項では、地方公共団体の負担を伴う法案については、「閣議決定前
にあらかじめ総務大臣の意見を求めなければならない」旨を、また、同条第２項では、「総
務大臣は、このうちの重要なものについて意見を述べようとするときは、地方財政審議会の
意見を聴かなければならない」旨を、それぞれ規定している。しかしながら、平成22年度子
ども手当法案は、法案の閣議決定前に地方財政審議会の意見を聴いた形跡はない。 

    また、地方財政審議会は、平成21年12月18日の「地域主権型地方財政のあり方及び平成22
年度の地方財政についての意見」において、「地域主権を実現するための制度のあり方とし
ては、子ども手当や高校の実質無償化については、全額国庫負担により実施し地方自治体の
負担を求めるべきではない。」と指摘しているのであるから、国は、この意見を尊重し、子
ども手当の支給に要する費用については、その全額を国の負担とすべきであった。 

  5. 平成23年度の子ども手当の支給に要する費用についても、突然かつ一方的に地方負担を導
入することが決定されたこと（追加意見） 

    子ども手当に関する５大臣合意では、平成22年度の子ども手当と同様、児童手当法の規定
を適用するという仕組みにより、平成23年度の子ども手当にも、地方負担を継続する方針が
唐突に示された。 

    しかしながら、この方針決定に当たっては、子ども手当の性質や、その創設の経緯は一切
考慮されておらず、また、次のとおり、自治体等の意見も反映していないのであるから、極
めて遺憾といわざるを得ない。 

   (１) 平成23年度以降の子ども手当の支給について改めて検討する場として設置された会議
への実質的な参加が認められなかったこと。 

   (２) 子ども手当の地方負担問題について、国と地方の協議の場が設けられたものの、そこ
で議論が尽くされることはなかったこと。 

   (３) 平成22年12月13日の地方財政審議会の「今後目指すべき地方税財政の方向と平成23年
度の地方税財政対策についての意見」において、子ども手当の支給に要する費用につい
ては、その全額を国が負担すべきことを再度指摘されたこと。 

  6. まとめ 
    子ども手当の支給に要する費用については、その全額を国が負担すべきものであるから、

平成22年度分の子ども手当の県費負担のうち、県が固有財源によって負担した金額の相当額
について、新たな国費による財源措置をとることを求める。 
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サービスの強化の方がより効果的であるとする指摘も根強くある。 

   自治体から要望が強い保育所整備などの子育て支援関連の予算を増やす。地方独自

の子育て支援サービス（現物サービス）や待機児童対策（認可外保育所への支援等）

に充てるため新たな交付金500億円を設ける。このなかから、先進的な待機児童対策

を全国に普及させるプロジェクトに100億円を充て、「安心こども基金」（2011年度

末までに都道府県に設置）からの支出と合わせて計200億円を投入する。都市部を中

心に待機児童の多い自治体をモデルに基準を満たした認可外保育所への助成や幼稚園

の預かり保育を拡充する。保育サービスで3.5万人分の供給を増やすとしている。 

   2014年度末までに保育サービス26万人増の目標（「子ども・子育てビジョン」2010

年１月）の達成に向け、認可保育所に対する保育所運営費負担金を3,744億円に2010

年度より210億円増額する。保育士らが自宅などで子どもを預かる保育ママを実施す

る自治体への補助金も７億円増やし35億円とした。 

   深刻化する地方の医師不足に歯止めをかけようと、医師不足対策に19億円を計上し

た。中心は、15の都道府県に設置する「地域医療支援センター」（5.5億円を計上）

で、ここに若手医師を集め、専門医の資格を取れるように支援しながら、医師不足に

悩む地域の病院に派遣する。 

   がん対策は2010年度当初より拡充し、343億円を計上している。40～60歳に５歳刻

みで大腸がん検診の無料クーポンを送付するなど、働き盛りの世代の予防に重点を置

く。新たな治療法としてワクチン療法の開発に13億円を盛り込んだ。 

   年金は物価の下落に伴い、支給額が2006年度以来５年振りに0.3％減少となる。基

礎年金の満額（６万6,008円）受給者なら、月200円減る。今の制度では2005年の物価

水準（全国消費者物価指数）を下回るとその翌年度の年金が引き下げられることに

なっている（図28参照）。物価下落時での年金引下げ回避の時期もあり、本来の支給

水準を上回る物価スライド特例水準のなかでの引下げとなる。 

   介護では、2012年度改正に向けて、24時間対応の巡回型訪問サービスのモデル事業

が始まる。障害者の地域生活支援には100億円計上し、グループホーム整備などに加

え、医師や看護師のチームによる在宅の精神障害者の訪問支援を25都道府県で実施す

る。生活保護予算は受給者数が増えて2010年度比16％増となった。 

   歳出額が大きいなかで社会保障関係の制度見直しが迷走し、高齢者医療や介護の改

革案づくりが先送りされ、先行きの見通しが不透明なままである。 

   農林水産予算は2010年度当初比2.9％減の２兆3,801億円となっている（一括交付金 
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図28 年金水準の推移（概念図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)1. 平成16年改正で導入されたマクロ経済スライドによる調整については、物価スライド特例

措置による物価下落率の累積分（今回の措置により2.2％分となる）が解消された後に開始

されることとされており、平成22年度においては行われない。 

  2. 厚生労働省資料により作成。 
 
 

  化したものを含む）。うち、農家への戸別所得補償は8,003億円となる。概算要求の

7,959億円を上回った。政府が環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）への参加検討

を表明し、「農業改革と開国の両立」を掲げたことが背景となっている。戸別所得補

償制度は2010年度のコメから、2011年度には麦・大豆などの畑作物９品目にも拡大す

る。畑作への補償は、生産コストと販売価格の差額を支給することを基本に10㌃当た

り２万円の「面積払い」と、収穫量に応じて支払われる「数量払い」の２本立てで、

多い方が農家への交付額となる。所要額は特別会計を含む事業ベースで9,185億円、

うち一般会計国費が5,965億円となっている。 

   100億円の規模拡大加算も盛り込まれ、水田や畑の賃貸など経営面積を広げた農家

へ10㌃の拡大につき２万円を、畑を対象とした再生利用加算（10㌃当たり２～３万

円）を支払う。農地拡大に取り組む農家を優遇し生産性向上を目指すが、効果は未知

数である。農地の貸し手に利点がない一方、小規模農家も経営規模を広げれば受け取

れる。そもそも戸別所得補償の根幹は小規模農家も対象に含めた水田10㌃当たり1.5

万円の一律支給で、バラマキ批判が強まる可能性がある。いずれにしても、財政によ

る農業の生産費補償は市場自由化を前提にする限りますますその規模を大きくしてし

まう。財政負担ができなくなれば、米価などが下落しさらに食糧自給率は急速に下が

0.9％

平成18年と平成20年
に物価が上昇したが、
それぞれの翌年度の
年金額は引き上げて
いない。

（平成22年に0.3％を超え
て下落すれば、平成23年
度に特例水準引き下げ）

直近の改定(平成
17年の物価下落)
後の物価変動

平成17年に物価が下落し、
平成18年度の年金額を引き下げ
　 これ以降、基準は平成17年
　 の物価水準

▲1.4％

▲0.8％

▲2.2％

▲0.3％

▲0.3％

▲1.7％

▲0.3％

▲0.7％

▲0.7％

▲0.9％

▲0.3％

物価スライド特例措置

Ｈ11年度 Ｈ12年度 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

Ｈ18年度 Ｈ19年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度
Ｈ22年度

（本来水準）

（物価スライド特例水準）

▲0.3％ ▲1.4％

▲0.9％

▲1.7％

0.3％
0.3％

1.4％

実際に支給されて
いる年金の水準
（特例水準)

平成16年改正後の
法律が規定する本
来の年金水準
（本来水準）
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らざるを得ない。政府は、2010年11月、ＴＰＰについて「関係国との協議を開始す

る」との基本方針(18)をまとめているが、各国が互いに「食糧主権」を認め多様な農

業の共存を尊重しあう方向で交渉を進めていく必要があろう。 

   文部科学省予算は2010年度当初比0.9％減の５兆5,428億円で、過去30年で最高の伸

びだった2010年度から横ばい状況にある。公立小中学校の教員給与費（義務教育国庫

負担金）は教員給与の引下げなどから同1.7％減の１兆5,666億円となっている。 

   文部科学省は教員増で全国の公立小学校の１年生と２年生の「35人以下学級」を実

現させる方針だったが認められたのは「小１」のみとなった。30年ぶりの学級編制標

準の引下げが実現したことは、ゆきとどいた教育の実現を求める国民の声を背景にし

た貴重な到達点でもある。 

   ただ、小学校１年生の35人学級実現に必要な4,000人の教職員定数のうち、1,700人

は現行の少人数指導のための加配分を流用し、児童数の減少に伴う自然減が2,000人

あることから、純増はわずか300人に止まっている。自治体によっては、この少人数

指導のための加配を使用して独自の少人数学級をすでに実施しており、独自の少人数

学級が後退するおそれがある。教員はゆとりを持ってこそ児童生徒としっかり向き合

えるようになることはいうまでもなく、時間外勤務の増加など教員の多忙化、精神疾

患のため休職する教員の急増など早急な実態把握も求められている。 

   文部科学省は、低所得世帯の高校生などが対象の返済不要型奨学金の予算として約

1,200億円を要求したが、査定結果は２年連続ゼロとなった。同省は今度、自公政権

時代に設けられた基金の活用を検討する。 

   大学の無利子奨学金は対象が９千人増の35.8万人にする。毎年１％程度の減額が続

いていた国立大学法人の基盤的経費である運営費交付金は減額率を圧縮し0.5％減の

１兆1,528億円となった。私学助成は0.5％減の4,368億円、高校授業料無償化は0.3％

減の3,922億円となった。 

   生活困窮世帯には以前から授業料の減免措置があったから、2010年度の改正にかか

る「授業料不徴収＋特定扶養控除縮小」は逆に負担増になっている。経済的な困難を

かかえる生徒の修学を保障するためにどうしても給付型奨学金事業が必要である。 

   科学技術振興費は、前年度比0.1％増の１兆3,352億円と、27年振りの減額となった

前年度から再び増額に転じた。このうち大学も基礎研究を支援する科学研究費補助金

                                                                                 

(18) 「包括的経済連携に関する基本方針」閣議決定 2010年11月９日 
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は、文部科学省の概算要求額（2,100億円）を大きく上回り、過去最大の633億円

（31.7％）増の2,633億円が計上された。そのうち853億円を基金化し、複数年度にわ

たって使用する制度が導入された。 

   雇用保険の受給終了者など雇用保険の受給資格のない求職者が職業訓練を受けなが

ら生活費月10万円を受け取る「求職者支援制度」で、一般会計から173億円を労働保

険特別会計に繰り入れ、事業規模を628億円（労働保険特別会計455億円 ― 労使折半

の雇用保険料 ― を含む）とした。制度の財源が全額公費負担ではなく、雇用保険制

度の付帯事業として労使の負担とされている。2009年７月に始まった「緊急人材育

成・就職支援基金」による訓練制度を引き継ぎ、2011年10月から恒久化する。国庫負

担割合は２分の１（2011年度は暫定的に約４分の１）で、残りは同基金の残額などを

充てる。政府は「雇用重視」を掲げているにもかかわらず、本則復帰がまたも先送り

された。 

   最低賃金が低い地域で賃金の底上げに取り組む中小企業に対し、設備投資の資金を

助成する新規事業として、特別枠で50億円を計上した。また、若者の就職への「ジョ

ブサポーター」を2,003人に倍増させるなど就労支援には一般会計と労働特会から計

110億円を充てる。非正規労働者の正社員化も促す。194億円をかけて1,600人の「求

人開拓推進員」をハローワークに配置し、正社員の求人確保を強化する。 

   いずれにしても、肝心の求職が増えない限り若者らの雇用不安は続く。卒業と同時

に失業者という最悪の状態から抜け出るためには、巨額な内部留保を抱え金余り状態

ともいうべき大企業に対して、正規社員の新規採用を大幅に増やさせることが必要で

あろう。 

   2011年度の失業給付受給者の見込み数は、2010年度より35万人減の約80万人とし、

その結果、雇用保険の国庫負担は2010年度の3,010億円から2,156億円に圧縮した。民

主党がマニフェストに掲げていた国庫負担率25％への引上げは財源の確保ができず見

送られた（現行の国庫負担率は13.75％で、2007年度に一時的な措置として下げられ

た）。当面は積立金の取崩しで対応し、労使で折半する保険料率もいまの水準を維持

する。 

   道路整備などに使う公共事業関係費は見かけ上、2010年度当初比13.8％減の４兆

9,743億円だが、一括交付金化した地方への補助金分を含めると5.1％減の５兆4,799

億円となった。 

   公共事業費を減らすなかでも、道路整備費は0.8％減の１兆2,359億円で、国土交通
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省の特別会計ベースでは2010年度並みの１兆3,415億円を確保した。事業仕分けの結

果を踏まえて要求から500億円を削る一方、途切れた状態になっている高速道路の整

備は170億円増の3,376億円を計上した。 

   空港整備は、航空会社が負担する航空機燃料税（特定財源）の減税とあわせて一般

財源も絞ったため36.4％減の719億円となった。一方、羽田、成田の首都圏空港には、

発着枠拡大に向けた駐機場の整備や羽田の滑走路延長などに充てるため、25.2％増の

83億円を計上した。港湾整備は、0.7％増の1,666億円となった。ただ、アジアのハブ

港湾を目指して重点投資する「国際コンテナ戦略港湾」に選ばれた京浜、阪神の２港

湾には、ほぼ倍増の計316億円を盛り込んだ。増額となった項目は「元気な日本復活

特別枠」を使った予算配分によるものである。 

   一方、高速道路の原則無料化に向けた社会実験では、2010年度と実質的に同じ規模

の1,200億円を計上した（うち「元気な日本復活特別枠」分が450億円）。国交省は、

全体の約２割にあたる約1,650㌔を対象に実験を始めたが、範囲を拡大しようと1,500

億円を要求していた。高速無料化により、鉄道やフェリー、バス会社ではこのさき路

線の撤退や事業閉鎖も想定され、雇用問題にも深刻な影響を与えることが懸念される。

総合交通体系の視点に立って、公共交通の維持・発展に配慮した検討が求められる。

また、環境への負荷の問題も軽視できない。 

   海外向けの経済協力費なども削減する。政府全体の政府開発援助（ＯＤＡ）は

7.4％減の5,727億円と12年連続の減少となった。 

   ただ、外務省のＯＤＡ予算は4,170億円で0.9％増額した。新経済成長戦略の柱の一

つに掲げたインフラ輸出などへの取り組みで２国間支援を強化したことが反映されて

いる。このうちＯＤＡ実績の国際比較に直結する無償資金協力は1.5％減の1,519億円、

技術協力は1.6％減の1,457億円である。アフガニスタン支援は、前年度当初予算の

296億円から350億円に増額した。 

   地方交付税交付金等は2010年度当初比で6,932億円減の16兆7,845億円と５年振りに

減少した。国債費を除いた歳出総額を「71兆円」とするという制限のなかでの削減で

ある。 

   2010年度における国の税収が上ブレしたことから、地方交付税特会の2010年度から

の繰越金約１兆円を主な財源として、自治体への実際の配分額は17兆3,734億円とな

る。歳出の大枠を抑えたい財務省と交付税増額を目指す総務省による妥協の産物と

なった。 
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   なお、地方交付税の算定方法の簡素化・透明化の取り組みの一環として、交付税総

額における特別交付税の割合を６％から４％に引き下げ（2011年度は５％）、その分

を普通交付税に移行させるとともに、事業費補正の縮減を行うこととしている。 

   地方財政全体の一般財源総額は2010年度当初比で900億円増の59兆4,990億円である。

内訳は地方交付税17兆3,734億円（前年度比2.8％増）のほか、地方税33兆4,037億円

（同2.8％増）、赤字地方債（臨時財政対策債）６兆1,593億円（同20.1％減）となっ

ている。2011年度から３年間の歳出の大枠を決めた「中期財政フレーム」で、一般財

源総額について2010年度の水準を維持することとされていた。社会保障関係費の自然

増の地方負担分や削減されてきた地方交付税に対する自治体からの復元要求などを考

慮すれば、一般財源総額を増額させる必要がある。 

   ５年ぶりに特会の借入金の返済も始める。2011～2013年度は毎年度１千億円ずつ、

2014年度は３千億円、2015年度は４千億円と返済額を増やすこととしている。それで

も、赤字地方債の歳入に占める割合が13.9％であり、地方の借入金残高は2011年度末

で200兆円となる見込みである。 

   国税５税の一定割合（法定率）を原資とする交付税だけでは地方の歳入不足を賄え

ず国による複数の加算措置や赤字地方債の発行で埋め合わせる手法は踏襲されたまま

である。交付税を増額できたり返済を再開できたりするのは国の税収増や超低金利に

よる利払いの減少が理由となっている。また、地方交付税の実質増額は今春の統一地

方選をにらみ、地域経済に配慮することが政治的に避けられなかったという側面もあ

る。地方財政は慢性的な税収不足に悩まされており、また、交付税特会の借入金は現

在33.6兆円に上る。 

   地方の使い道を広げる一括交付金（「地域自主戦略交付金」）を創設する。国が使

い道を決める「ひも付き」補助金（総額21兆円）について、地域住民のニーズに応じ、

自治体の裁量で使えるものにしようというもので、2011年度は公共事業などの投資的

経費のうち5,120億円を一括交付金化する（図29参照）。各省から提出された要望額

の約5,400億円との比較では、約300億円の削減となっている。内閣府予算に計上され

るが、交付は各府省に移し替えて行われる。このうち「別枠」扱いの沖縄振興自主戦

略交付金は全体額の６％強の321億円とした。なお、一括交付金にかかる市町村分は

2012年度以降に計上する。 

   具体的には、道路・河川や学校施設の整備などのため、国から自治体に交付されて

いる９事業のなかから、各都道府県が自ら実施したい事業を選ぶ。このとき、個別の
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実施場所や金額まで各府省が決める「箇所付け」は廃止する。ただ、９事業のほとん

どが継続事業で、自治体は結局やりかけの事業を選ばざるを得ない可能性がある。ま

た、自治体が府省の枠を超えた選択が一部できるとはいえ、既存の補助金を各省から

受け取る構図は変わらない(19)。 

   防衛関係費の総額は2010年度当初予算比0.3％減の４兆7,752億円となった。「元気

な日本復活特別枠」で要望した「思いやり予算」（在日米軍駐留経費負担）はほぼ満

額の1,858億円を確保した。日米両政府は「思いやり予算」にかかわる日米地位協定

24条の特別協定の期限を３年から５年にのばしたうえで、2011年度以降の予算総額に

ついて、向こう５年間現行水準（2010年度で1,881億円）を維持することが合意済み

である。 

   在日米軍再編経費（地元負担軽減分）は118億円増の1,027億円を計上し、在沖縄米 

 

図29 地域自主戦略交付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 財務省資料により作成。 

                                                                                 

(19) 指定都市市長会は、2010年12月６日、この地域自主戦略交付金に関して、①税源移譲までの

経過措置と位置づけ、工程を明確にすること、②地方の自由度を高め、国の財源捻出を目的と

した総額の縮減は決して行わないこと、③対象範囲は最大限広くとり、府省の枠を超えた「一

括」の交付金とすること、④配分に当たっては、人口等の客観的指標を原則とし施策・事業の

必要額を十分に確保すること、⑤地方にとって、より自由度の高い制度とするため、事業規模

等の要件は設けないこと、などとする意見を表明している。また、多くの自治体から補助金総

額削減への懸念の声が相次いでいる。 

地域自主戦略交付金（仮称）〔沖縄振興除く〕4,799 億円

沖縄振興自主戦略交付金（仮称） 321 億円

①事業計画・
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*当面は、継続事業が実施できる配分
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投資関係
補助金等
の一部を
内閣府で
一括交付
金化

○対象事業
　・警察庁所管の交通安全施設整備費補助金の一部
　　（信号機等）
　・総務省所管の消防防災施設整備費補助金
　　（耐震性貯水槽等）
　・文部科学省所管の学校施設環境改善交付金の一部
　　（産業教育施設等）
　・厚生労働省所管の水道施設整備費補助
　　（水道水源開発等）
　・農林水産省所管の農山漁村地域整備交付金の一部
　　（農業農村、森林、水産等）
　・経済産業省所管の工業用水道事業費補助
　・国土交通省所管の社会資本整備総合交付金の一部
　　（道路、河川、公園、住宅等）
　・環境省所管の自然環境整備交付金の一部
　　（長距離自然歩道）
　・環境省所管の環境保全施設整備費補助金
　　（動物収容・譲渡対策施設）

＜従来の投資関係補助金等＞ ＜一括交付金のイメージ＞

内閣府
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  海兵隊の米領グアムにインフラ整備支援のため、融資担当の国際協力銀行（ＪＢＩ

Ｃ）への出資約370億円を初めて盛り込んだ。沖縄県の米軍普天間基地の移設関連経

費では、移設先として名護市辺野古崎地区など環境現況調査の継続費用を含む16億円

を計上している。代替施設の設計、本体工事費の計上は見送られ、年度途中で必要と

なれば予備費などで対応することとしている。 

   新しい防衛計画の大綱(20)で示された「動的防衛力」強化のための研究費に１億円

を計上した。また、次期輸送機Ｃ２を２機（374億円）、固定翼哨戒機Ｐ１を３機

（544億円）導入、潜水艦１隻（546億円）を新造する。 

   防衛大綱における「基盤的防衛力構想」から「動的防衛力」への転換は、自衛隊の

各部隊が従来のように「責任エリア」を固めるためでなく、中国を意識した南西諸島

の防衛力の向上を目指しているものと思われる。これまでの「専守防衛」という理念

との整合性が問われる。そうしたなかで、「差し迫った脅威に対する『戦争未満』の

軍事行動を想定することによって、結果的に武力行使へのハードルを下げることです。

また、機動性重視のもと、さらなる装備拡充が求められることも予測できます｣(21)と

軍拡スパイラルを危惧する見方もある。 

   元気な日本復活特別枠は、社会保障費などを除く政策的経費を各省一律で１割削減

する一方で、成長戦略や公約政策に重点的に配分するのが狙いで１割以上削減した場

合３倍以内で要望できるというインセンティブを与え省庁に競わせた。当初想定した

1.3兆円をはるかに上回る2.9兆円の要求が殺到し、うち2.1兆円を認める大判振る舞

いとなった（表６参照）。しかも、新成長戦略関連に充てられたのは国際コンテナ強

化や健康長寿社会の実現を目指すライフ・イノベーションプロジェクトなど計0.9兆

円に止まり、半分以上が米軍駐留経費の日本側負担（思いやり予算）や35人学級教員

給与、戸別所得補償・畑作、高速無料化実証実験0.1兆円など、成長戦略とは無縁の

既存予算が潜り込んでいる。特別枠が成長や雇用にどうつながるか説明不足だとする

批評もある。 

   なお、政策コスト優先順序別の予算措置率を見ると、Ａ判定（41事業）が99％、Ｂ

判定（78事業）が88％、Ｃ判定（43事業）が77％、Ｄ判定（27事業）が６％となり、

評価が低い事業についても要望から減額はされたものの予算計上が行われている。 

 

                                                                                 

(20) 「平成23年度以降に係る防衛計画の大綱について」閣議決定 2010年12月17日 

(21) 西崎文子［2011］を参照。 
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表６ 「元気な日本復活特別枠」2.1兆円の配分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 財務省資料により作成。 

 

(３) 既定経費の組替えで賄われた第１次補正予算 

  ① 2011年度第１次補正予算 

    2011年度当初予算は、2011年３月29日、参議院で否決され、その後両院議院協議

会を経て、憲法の規定に基づき衆議院の議決通り成立した。 

    東日本大震災と東京電力福島第一原発事故を受け、野党からは被災地における生

活再建や地域復興のため、当初予算の組替えをすべきとの要請もあったが、政府は

被災の現況把握と原発事故への応急措置に追われたこともあり、当初予算を成立さ

せた後の補正予算での対応となった。 

    2011年度第１次補正予算は、５月２日、全会一致の賛成で成立した。計上された

大震災関係経費は４兆153億円となったが、主な財源が既定経費の組替えで賄われ

ているため、補正後予算の総額は92兆7,167億円で一般会計当初予算に対し3,051億

円の増加に止まった（表７参照）。 

    政府は第１次補正予算に続き、さらに本格的な復興策を盛り込んだ補正予算を複 

○新成長戦略・マニフェスト実施 

                 0.9兆円

・国土ミッシングリンクの解消(国土交通省) 

                1,075億円

・元気な日本復活！ ２大イノベーション 

 (文部科学省)          539億円

・国際コンテナ戦略港湾のハブ機能の強化 

 (港湾公共)(国土交通省)     316億円

・高齢者等居住安定化推進事業 

 (国土交通省)          300億円

・「農業者戸別所得補償制度」のうち 

 「畑作物の所得補償交付金」(農水省) 

                1,024億円

・高速道路の原則無料化の社会実験 

 (国土交通省）          450億円

・地域公共交通確保維持改善事業 

 (国土交通省)          305億円

○その他（国民生活の安定・安全 

 人材育成・新しい公共）   1.2兆円 

・小学校１年生における35人以下学級の実現 

 (文部科学省)         2,085億円 

・在日米軍駐留経費負担(防衛省) 1,858億円 

・学習者の視点に立った総合的な学び支援及び

「新しい公共」の担い手育成プログラム 

 (文部科学省)          980億円 

・「強い人材」育成のための大学の機能強化 

 イニシアティブ(文部科学省)   753億円 

・中小企業信用保険事業(日本政策金融公庫 

 出資金)(財務省)         521億円 

・安全で質の高い学校施設の整備(文部科学省) 

                 494億円 

・生活の安定・安全を脅かすような災害が 

 発生した地域における災害対策(国土交通省) 

                 348億円 
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表７ 2011年度第１次補正予算のフレーム 

（単位：億円） 

歳  出 歳  入 

1. 東日本大震災関係経費  40,153 1. 税外収入 3,051 

(１) 災害救助等関係経費 4,829 (１) 独立行政法人日本高速道路  

  ① 災害救助費 3,626    保有・債務返済機構納付金 2,500 

  ② 災害援護貸付金 350 (２) 公共事業費負担金収入 551 

  ③ 生活福祉資金貸付事業費 257   

  ④ 災害弔慰金等 485   

  ⑤ 被災者緊急支援経費 112 2. 公債金 － 

(２) 災害廃棄物処理事業費 3,519   

(３) 災害対応公共事業関係費 12,019   

  ① 災害復旧等事業費 10,438   

  ② 一般公共事業関係費 1,581   

(４) 施設費災害復旧費等 4,160   

(５) 災害関連融資関係経費 6,407   

(６) 地方交付税交付金 1,200   

(７) その他の東日本大震災関係経費  8,018   

2. 既定経費の減額 △ 37,102   

(１) 子ども手当の減額 △ 2,083   

(２) 高速道路の原則無料化社会

実験の一時凍結に伴う道路

交通円滑化推進費の減額 

△ 1,000   

(３) 基礎年金国庫負担の年金特

別会計へ繰入の減額等 
△ 24,897   

(４) 周辺地域整備資金の活用に

伴うエネルギー対策特別会

計へ繰入の減額 

△ 500   

(５) 政府開発援助等の減額 △ 501   

(６) 議員歳費の減額 △ 22   

(７) 経済危機対応・地域活性化

予備費の減額 
△ 8,100   

合  計 3,051 合  計 3,051 
 
(参考) 財政投融資計画 

    株式会社日本政策金融公庫等に対し、43,220億円を追加する。 

(注)1. 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。 

  2. 公債金の内訳 ― 建設国債の増、赤字国債の減 

  3. 上記のほか、「独立行政法人雇用・能力開発機構法を廃止する法律案」が、施行期日とさ

れていた平成23年４月１日までに成立しなかったことに伴い、同法において「独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構」に名称を改めるとされていた「独立行政法人高齢・障害

者雇用支援機構」について、その運営費４億円を計上する一方で、「独立行政法人高齢・障

害・求職者雇用支援機構」の運営費を△４億円減額している。この減額を合わせると、△

37,107億円となる。 

  4. 財務省資料により作成。 
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   数回にわたって編成する方針であるが、とりわけ原発事故の損害賠償をどこまで行

い政府の負担をどうするのかなど、今後の大きな政治課題となる。 

    約４兆円の追加補正で、仮設住宅の建設やがれきの撤去など生活再建や復旧に当

面必要な費用が盛り込まれた。この規模は、阪神・淡路大震災の復旧・復興のため

に編成した３度の補正予算額を合わせた追加補正額３兆2,298億円を上回るものと

なった（表８参照）。 

    なお、震災発生時の段階で2010年度予算の予備費の残額として2,038億円があり、

被災地への物資支援及び自衛隊や海上保安庁の活動費への拠出を行うこととし、３

月末までに計678億円の使用を決定している（参議院予算委員会調査室［2011］参

照）。また、成立した2011年度当初予算においても、公共事業関係費と施設費のう

ち５％の執行を留保し被災地への重点化を図ることとしている。国土交通省が４月

１日に発表した2011年度の公共事業予算の配分（箇所付け）によれば、配分対象額

は自治体負担などを含めた事業費ベースで2010年度比12％減の６兆8,717億円であ

るが、被災地へ振り向けることを念頭に国費の５％について支出を一時的に留保し

たため、配分額は６兆3,476億円となっている。 

 

表８ 阪神・淡路大震災における予算措置 

 
 1994年度第２次補正予算 1995年度第１次補正予算 1995年度第２次補正予算 

国 会 提 出 1995/２/24 1995/５/15 1995/10/４ 

成    立 1995/２/28 1995/５/19 1995/10/18 

追 加 補 正 額 １兆223億円 
２兆7,638億円 

(震災関連歳出：１兆4,293億円)

６兆229億円 

（震災関連歳出：7,782円） 

歳 入 

税収の減額：△6,020億円 

建設公債：7,794億円 

特例公債：8,106億円 

税制上の対応等：△1,380億円

建設公債：２兆2,622億円 

特例公債：5,638億円 

建設公債：４兆4,910億円 

特例公債：2,110億円 

前年度剰余金受入れ：6,077億円 

備 考 

● 特例公債の発行を可能とさ

せるための「阪神・淡路大

震災に対処するための平成

６年度における公債の発行

の特例等に関する法律」が

1995年２月28日に成立。 

● 急激な円高への対応を含む

景気対策のための予算も合

わせ計上。 
● 特例公債の発行を可能とさ

せるための「平成７年度に

おける公債の発行の特例に

関する法律」が1995年５月

19日に成立。 

● 第１次補正と同様、景気対

策を兼ねる。 
● 特例公債の発行を可能とさ

せるための「平成６年度歳

入歳出の決算上の剰余金の

処理の特例に関する法律」

が1995年10月18日に成立。 

(注)1. 阪神・淡路大震災関係経費として、このほかに1996年度当初予算（予備費）、1995年度当

初予算（公共事業予算の配分重点化措置）そして1996年度当初予算から1999年度第２次補正

予算までの措置がある。これらの予算措置を含めて総額５兆200億円が計上されている。 

  2. 財政調査会『国の予算』（各年度・はせ書房）等により作成。 
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    第１次補正予算における歳出の内訳は、最大の費目の災害対応公共事業関係費１

兆2,019億円（道路・港湾等の公共土木施設に8,235億円、農地・農業用施設に500

億円、災害公営住宅の整備等に1,116億円など）、仮設住宅の整備費3,626億円を含

む被災者への生活支援のための災害救助等関係経費4,829億円（仮設住宅は2011年

度当初予算の予備費503億円も使い、合わせて10万戸超の建設を目指す）、がれき

処理などの災害廃棄物処理事業費3,519億円（すべてのがれきの処理にかかる見込

額の約６割）、施設費災害復旧費等4,160億円（学校施設耐震化など学校施設等に

2,171億円、介護・医療施設などの社会福祉施設等に845億円など）、災害関連融資

関係経費6,407億円（中小企業、農林漁業者など事業者を対象とした低利融資、災

害復興住宅や私立学校施設への低利融資）及び災害対応の特別交付税を増額した地

方交付税交付金1,200億円などとなっている。 

    原発事故を受け電力不足対策が補正予算に盛り込まれた点も、阪神・淡路大震災

ではなかった特徴である。電力などエネルギー対策として、企業の自家発電設備導

入支援などを含めた電力需給対策として178億円、燃料安定対策として136億円を計

上している。うち、自家発電設備導入支援では、ピーク時の電力使用量を500㌔

ワット以上減らせることを条件に、５月以降の自家発電設備の新増設費用と燃料費

を補助する。100億円を計上して電力供給力を20万㌔ワット上乗せして夏の電力不

足対策の一環とする計画だが、政策効果がどれほどあるかは不透明である。 

    また、財政投融資計画でも、財投債２兆円、財政融資資金証券2.3兆円を財源と

して、財政投融資が計4.3兆円追加される。この結果、当初計画の14.9兆円から

19.2兆円に増加する。主な使途は、被災事業者の経営安定や災害復旧等のための資

金需要に充てられ、日本政策投資銀行などの指定金融機関を通じた危機対応融資

2.4兆円、東日本大震災復興特別貸付制度（仮称）への対応として0.5兆円が計上さ

れている。他には、災害復旧事業費等の地方負担分の財源のための地方債の引受け

に0.9兆円、被災した住宅や病院・福祉施設に係る災害復興融資の拡充にそれぞれ

0.2兆円などがある。 

    内閣府は、第１次補正予算に基づく約４兆円の財政支出で実質ＧＤＰを0.6ポイ

ント程度押し上げるとの試算を公表した（被災者就労支援・雇用創出推進会議、４

月27日）。 

    試算によると、総額で約４兆円に上る第１次補正のうち、道路や港湾、学校など

の復旧に充てられる公共投資により、実質ＧＤＰに0.4％程度のプラス効果が、ま
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た、がれきの処理費用や自衛隊・消防・警察の復旧活動費といった政府支出でも

0.2％程度の押上げが期待できるという。政府は震災前に策定した2011年度の経済

見通しで実質ＧＤＰ成長率を1.5％と見込んでいたが、震災を踏まえた改定につい

ては触れていない。 

    また、第１次補正予算のうち、大震災の復旧対策で約175万人の雇用創出・失業

回避効果があると試算している。試算では、補正予算で新たに23万人の雇用が生ま

れ、がれき処理や仮設住宅の建設、災害復旧の土木事業など総事業費３兆円の公共

事業などで15万人の雇用増があると見積もっている。自治体が被災者を直接雇用で

きるようにする事業（都道府県に設けている雇用創出基金を500億円積み増す）で

も５万人の効果があると見ている。しかし、震災前は岩手・宮城・福島の３県の沿

岸部だけでも就業者数（農林漁業者を含む）が約84万人であったのに対し（2005年

国勢調査）、被災により事業再開の目処が立たない自営や事業主も含めた失業者は

約14～20万人に上るとの試算もあり(22)、被災地の生活を支えるに十分な雇用の創

出にはほど遠い。 

    さらに、業績悪化に伴う休業手当を国が補助する雇用調整助成金も約７千億円を

積み増し146万人の失業抑制を狙う。被災者の雇用助成金などでも６万人の雇用下

支え効果を見込んでいる。ただ、当面のつなぎの仕事で時間を稼ぐだけでは地域か

らの人口流出を止めることができない。壊滅状態にある被災地企業の回復には相当

の時間がかかるので、国からの全面的な財政支援などで本格的な産業復興への道筋

をつけ、中長期を見据えた対策が急務である。 

  ② 既定経費の組替えによる財源確保 

    第１次補正予算の財源は、当初予算の予備費として計上されていた経済危機対

応・地域活性化予備費8,100億円のほか、既定経費の組替えによって捻出された。 

    当初予算で基礎年金の２分の１国庫負担分への充当を予定していた特別会計の積

立金や(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構の利益剰余金など税外収入（２兆

4,897億円）を一般会計からの年金特別会計への繰入れを取り止め復興財源に回す

こととするものである。 

    その内訳は、財政投融資特別会計財政投融資資金勘定からの繰入れ１兆588億円、

                                                                                 

(22) この試算は日本総合研究所［2011］によるもので、失業者数は「避難者数（ピーク～１週間

後）×就業率（72％：ＮＨＫの調べによる年金生活者を除く避難者の失職割合）」によって算

出されている。 
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外国為替資金特別会計からの繰入れ2,308億円及び(独)鉄道建設・運輸施設整備支

援機構による国庫納付金の納付特例による１兆2,000億円である（いずれも、一般

会計当初予算で計上）。同機構については、利益剰余金から１兆2,000億円繰り入

れられるが、利益剰余金が生じた要因として、旧国鉄から承継した土地・株式の売

却収入が予想を上回ったことがある。剰余金の使途については、各鉄道会社への支

援や整備新幹線の建設費等に充当すべきであるなどとする国土交通省の主張もある

が、国鉄債務処理の過程で一般会計も債務を承継していることを考慮すれば、利益

剰余金は元来その債務償還に充てられるべき筋のものである(23)。 

    いずれにしても、復興財源に回されることとなったこれらの臨時財源は、年金財

政の実態からすれば、いわば時間稼ぎに使われているに過ぎない。 

    それに加え、法律には(独)日本高速道路保有・債務返済機構による国庫納付金の

納付特例（高速道路の「休日上限1,000円」の割引の見直し）で2,500億円を財源に

充てることが盛り込まれた。これに、高速道路の原則無料化社会実験（2010年６月

から、37路線50区間約1,600㎞で実施）の一時凍結に伴う道路交通円滑化推進費の

減額（1,000億円）を合わせて、3,500億円の財源が高速料金の見直しで捻出され

た(24)。 

                                                                                 

(23) 廣瀬亮太［2011］を参照。 

(24) 高速道路（東京・大阪の近郊区間を除く）の料金上限制度は、麻生政権下の2009年３月に

「休日（土日・祝日）上限1,000円」が景気対策の一環で２年間の時限で導入された。その財

源は、(独)日本高速道路保有・債務返済機構が抱える債務のうち３兆円を国が肩代わりするな

かで賄われた。つまり、国が債務を肩代わりすることで、高速道路会社が機構に支払う道路使

用のリース料を安くすることができ、その分高速道路会社が道路料金の値下げを行うことが可

能となるという仕組みである。 

   その後、民主党は2009年の衆院選で「2012年まで原則無料化」（見積もられた必要な予算

1.3兆円）を公約に掲げて圧勝し、まず鳩山政権は東名・名神高速などを念頭に2010年度予算

概算要求に6,000億円を盛り込んだ。しかし、予算編成は難航し、実際の予算計上額は1,000億

円で、全体の２割程度に相当する37地方路線50区間での導入に止まった。 

   その一方で、政府から「休日上限1,000円」を止め「普通車で上限2,000円」とするなど、曜日

を限定しない新たな制度を導入する案が発表されたが、この制度では一部で値上げになってしま

うことなどから差し戻された。そして、2010年12月に政府と民主党が合意した制度は「普通車で

休日上限1,000円、平日上限2,000円」というもので、2011年４月から導入する予定であった。 

   今度は、東日本大震災の被災地復旧・復興の財源に充てるために、高速道路無料化実験

（2010年６月から開始）の中止とあわせて「休日上限1,000円」の中止（いずれも2011年６月

に中止）と「平日上限2,000円」の見送りとなったのである。 

   高速道路料金をめぐってこれほど迷走することとなった原因は、交通政策の理念を欠いたう

え確かな財源の担保がないまま「高速道路の無料化」が政権公約に挙げられてきたことにある。

地方の公共交通事業の採算悪化という弊害も軽視できない。なおも、政府は震災復興策として

東北の高速道路の無料化を検討しており、今後も高速道路料金をめぐる迷走が続くことが見込

まれる。 
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    2011年度当初予算で予定されていた年金会計の臨時財源が復興の財源に転用され

た分については、これからの税制改革（＝増税による財源）で年金会計に返済する

こととした。やや技術的な話になるが、立法措置を見ながらこのことを確認する。 

    第１次補正予算の財源確保法（「東日本大震災に対処するために必要な財源の確

保を図るための特別措置に関する法律」）が第１次補正予算と同じ５月２日に成立

している。 

    すでに国会に提出していた特例公債法案（及び国民年金法の一部改正法案）を修

正し、基礎年金の国庫負担割合を維持するために確保した約２兆５千億円を切り離

して第１次補正予算の復興財源に転用することにしたのである。 

    そして、特例公債法案（つまり2011年度における特例公債の発行を認める法律案

の部分）は切り離された。 

    この修正により、当面の復興財源が年金積立金の取崩しで賄われたことになるわ

けで、年金財政の安定化に向けた財源手当が課題となる（高速道路機構の国庫納付

金の特例については年金財政への直接的影響はない）。そして、政府も「2011年度

の基礎年金国庫負担割合については、２分の１であることを法律上明記しつつ、２

分の１との差額は、税制抜本改革により確保される財源を活用して、年金財政に繰

り入れることを併せて法制化する」（野田財務大臣の財政演説、４月28日）として

おり、具体的には、「国民年金法の一部改正法案」に明記された。 

    第１次補正予算の財源確保に係る法案修正等の状況を表９に示した。 

    自民党が特例公債法案に反対する理由として、一時的な埋蔵金を恒久的な年金財

源に回すことを挙げていた。この修正により、埋蔵金で当面の復興財源を賄ったと

しても、一方で年金積立金の取崩しが行われるわけで、年金財政の安定化に向けた

財源手当が重要な課題として残ったままである(25)。また、第１次補正予算で国債

の追加発行をかたちのうえで避けたとしても、早晩これから編成される予算補正で

は追加発行をせざるを得ない状況にある。 

    なお、これまでの基礎年金における国庫負担３分の１からの上乗せ分にかかる財

源手当の推移を図30に挙げた。国庫負担を２分の１に引き上げた2009年度以降2011 

                                                                                 

(25) 公的年金積立金の運用は、2006年度に設立された年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩ

Ｆ）のもとで行われているが、運用資産総額は2005年度末で約150兆円あったのが2010年12月

末には約116兆円に減少している。積立金の減少の要因には年金給付の増加や金融危機時に発

生した損失などのほか国庫負担分の転用が加わる。 
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表９ 2011年度特例公債法案と修正後の財源確保法等 

 

原   案 修 正 案 等 

＊特例公債法案（2011年４月28日修正)＊２ 

 ● 特例公債の発行 ＊特例公債法案（2011年１月24日国会提出)＊１

 ● 特例公債の発行 

 ● 臨時財源の一般会計への繰入れ 

  ａ．財政投融資特別会計財政融資資金勘定

  ｂ．外国為替資金特別会計 

  ｃ．(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構

(一般会計当初予算で年金特別会計への繰入れ)

＊財源確保法（2011年５月２日成立)＊３ 

 ● 臨時財源の一般会計への繰入れ 

  ａ．財政投融資特別会計財政融資資金勘定 

  ｂ．外国為替資金特別会計 

  ｃ．(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

  ｄ．(独)日本高速道路保有・債務返済機構 

(一般会計第１次補正予算で復興財源に充当) 

＊国民年金法等の一部を改正する法律案 

        （2011年２月14日国会提出）

 ● 2011年度について、国庫は臨時財源により

国庫負担割合１/２と36.5％の差額を負担

する。 

 

＊国民年金法等の一部を改正する法律案（2011

年４月28日修正） 

 ● 2011年度について、国庫は国庫負担割合

１/２と36.5％の差額を負担する。この場

合において、政府は、予算で定めるところ

により、当該差額等に相当する額につい

て、税制の抜本的な改革により確保される

財源を活用して、年金財政に繰り入れる。 
 

(注)1. ＊１「平成23年度における財政運営のための公債の発行の特例等に関する法律案」 

    ＊２「平成23年度における公債の発行の特例に関する法律案」 

    ＊３「東日本大震災に対処するために必要な財源の確保を図るための特別措置に関する法律｣ 

  2. 「税制の抜本的な改革」とは、自・公政権下で制定された「所得税法等の一部を改正する

法律」（平成21年法律第13号）附則第104条の規定に従って行われる税制改革をいう。  

 

   年度にいたるまで恒久的な財源を確保することができず、毎年度特別会計からの繰

入れ等によって賄われてきている。 

    第１次補正予算では国債の追加発行が見送られた。国債の発行額の内訳としては、

建設公債１兆2,200億円の増額（補正後発行額：７兆3,100億円）、特例公債の同額

の減額（補正後発行額：36兆9,880億円）となっている。施設災害復旧補助金等の

増額により財政法第４条第３項で規定する建設公債対象経費が当初予算の6.3兆円

から8.3兆円に増加している。したがって、建設公債の追加発行の余地（すき間）

は増え、建設公債については１兆2,200億円の増額となったが、「国債市場の信認

確保の観点から」（財務省「平成23年度補正予算の概要」）総額としての国債発行

額の追加を回避するため同額の特例公債を減額している。 

    大震災の復旧費用を賄う緊急性を考えれば、公共事業向けの建設公債の追加発行

はやむを得ないものであり、また、特例公債が減額されたとしても代替財源の担保 
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図30 基礎年金における国庫負担の上乗せ分にかかる財源手当の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 勝俣妃［2011］により作成。 

 

   がない限り、財政健全化を重視する姿勢が示されたということにはならない。震災

に伴う税収減も相当な規模になることが見込まれる。 

    国債発行を回避する理由として、財政規律を堅持する姿勢を国内外に示し、金融

市場の安定化を図ることが挙げられている。2010年６月のＧ20トロントサミットの

際に、財政健全化への取り組みで日本が例外扱いとされたうえで、同年11月のＧ20

ソウルサミットで、日本固有のコミットメントのかたちで2020年度までの基礎的財 
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   政収支の黒字化を約束している(26)。日本固有のコミットメントの実現は、きわめ

て重要な国際公約となっており、こうしたなかで、財政規律を堅持する姿勢を示す

意味合いがあるということになる。しかし、今後の避けられないであろう国債増発

で、日本の財政をみる市場の目はさらに厳しくなることも事実である。 

  ③ マニフェストの見直し 

    民主、自民、公明の３党は４月29日、東日本大震災の復旧に充てる2011年度第１

次補正予算の成立に向けた合意文書を交わした(27)。 

                                                                                 

(26) Ｇ20トロントサミット（2010年６月） 

     先進国において、財政刺激策を遂行し、今後実施される「成長に配慮した」財政健全化

計画を伝達し、それを将来に向けて実施すること。健全な財政は、回復を維持し、新しい

ショックに対応する柔軟性を提供し、人口の高齢化という課題に対応する能力を確保し、

並びに将来の世代に財政赤字及び債務を残すことを回避するために必要不可欠である。調

整の経路は、民間需要の回復を持続させるため、注意深く水準調整されなければならない。

幾つかの主要国が同時に財政調整を行うことは、回復に悪影響を及ぼすリスクがある。必

要な国で健全化が行われないことが、信認を損ない、成長を阻害するリスクがある。この

バランスを反映し、先進国は、2013年までに少なくとも赤字を半減させ，2016年までに政

府債務の対ＧＤＰ比を安定化又は低下させる財政計画にコミットした。日本の状況を認識

し、我々は、成長戦略とともに最近発表された日本政府の財政健全化計画を歓迎する。深

刻な財政課題がある国は、健全化のペースを加速する必要がある。財政健全化計画は、信

頼に足る、明確に説明され、国の状況に即して差別化され、経済成長を促進する措置に焦

点を当てる。 

   Ｇ20ソウルサミット（2010年11月）「（補完文書）日本政府による政策コミットメント」 

     2010年６月に閣議決定した「財政運営戦略」において、以下の事項を定める。 

    ● 国・地方の基礎的財政収支を遅くとも2015年度までに赤字対ＧＤＰ比を2010年度から半

減、遅くとも2020年度までに黒字化 

    ● 2021年度以降において公債等残高の対ＧＤＰ比を安定的に低下 

    ● 財政運営の基本ルールの採用（「ペイアズユーゴー原則」等） 

    ● 2011年度から2013年度にかけての３ヵ年に対して中期財政フレームを設定。国債発行額

の抑制、歳入・歳出両面にわたる取組を実施。 

(27) 民主、自民、公明の３党合意全文（2011年４月29日） 

  (１) 子どもに対する手当の制度的なあり方や高速道路料金割引制度をはじめとする歳出の見

直し及び法人税減税等を含む2011年度税制改正法案の扱いについて、各党で早急に検討を

進める。また、2011年度第１次補正予算における財源措置として活用した年金臨時財源に

ついては、2011年度第２次補正予算の編成の際にその見直しも含め検討を行う。これらを

前提として、特例公債を発行可能とするための法案について、各党で、成立に向け真摯に

検討を進める。 

  (２) 復旧・復興のために必要な財源については、既存歳出の削減とともに、復興のための国

債の発行等により賄う。復興のための国債は、従来の国債と区別して管理し、その消化や

償還を担保する。 

  (３) 年金財政に対する信頼を確保するためにも、社会保障改革と税制改革の一体的検討は必

須の課題であり、政府・与党は、実行可能な案を可及的速やかにかつ明確に示し、国民の

理解を求める。 
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    合意文書は子ども手当、高速道路無料化及び法人減税などの税制関連法案の見直

しを前提に、「各党で早急に検討を進める」としている。その代わりに特例公債法

案についても、成立に向け「真摯に検討」と明記した。さらに復興財源を「既存歳

出の削減とともに、復興のための国債の発行等により賄う」としたものの、償還財

源となる増税には踏み込んでいない。菅内閣が目指す社会保障と税の一体改革につ

いては「実行可能な案を可及的速やかにかつ明確に示し、国民の理解を求める」と

している。 

    合意の柱は、子ども手当など民主党の看板政策を見直す一方、野党の反対で宙に

浮いている特例公債法案の成立も視野に検討を始めることにある。野党は、与党案

（マニフェスト関連）の見直しを求める代わりに、特例公債法案に協力する姿勢を

示したわけである。これを受け、自・公両党は第１次補正予算とその関連法案に賛

成することとなった。 

    自・公両党はこれまで2011年度の特例公債法案の成立を阻んで衆院解散か首相退

陣を求める戦略を描いてきたが、大震災ですぐに解散等を迫ることが難しくなった

うえ、財源調達に齟齬を来せば震災復興が進まず世論の批判を招くことも警戒せざ

るを得なかった。民主党の看板政策の見直しを特例公債法案賛成の条件とする方向

に転換したということになる。 

    子ども手当については、政府は2011年度に３歳未満児への支給額について月１万

３千円から月２万円とする新たな法案を国会に提出したが野党の反対で成立を断念

せざるを得なくなった。そこで、2010年度の支給額をそのまま2011年９月まで延長

する「つなぎ法案」（民主党提出の議員立法）で共産・社民両党などの協力を得て

３月31日に成立させている(28)。当初の政府案との差額分（2,083億円）が当面の復

興財源に充てられる勘定になり、いわば「人からコンクリートへ」の資源配分とな

る。また、仮に子ども手当が廃止されると恒久法の児童手当法に基づき所得制限の

ある児童手当が自動的に復活することになる。 

 

                                                                                 

(28) 2010年度に導入された中学生までの子どもに一人月額１万３千円を支給する子ども手当を、

2011年４月から半年間延長する「つなぎ法」（「国民生活等の混乱を回避するための平成22年

度における子ども手当の支給に関する法律の一部を改正する法律」）が2011年３月31日に成立

した。政府は前日に2011年度の子ども手当を拡充する法案について撤回することを国会に要求

していた（３月31日衆院承諾）。民主党は、つなぎ中に野党との協議で恒久的な制度を模索す

ることになる。 
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    マニフェストの見直しは政権交代による改革を見えにくくさせる。大震災の影響

もあったとはいえ、そもそも政治の方向性が分からなくなっていることにも留意す

べきである。さらに付言すれば、原発の海外輸出を成長戦略のテコとしていた民主

党政権に原発の「安全神話」を問い直した形跡が認められない。「原発ムラ」と揶

揄される政官業（学）の癒着構造から抜け出るという意味でも政治のあり方がいま

厳しく問われている。 

  ④ 復興財源の確保策と社会保障と税の改革問題 

    政府は、今後「復興構想会議」（４月11日発足）の提言を受け、今回の復旧対策

に加えて、復興の基本方針となる復興基本法を定め、それに沿った本格的な復興対

策となる（複数回の）補正予算の策定を進めることになる。 

    追加補正の規模はさらに拡大することが予想されるので、やはり財源確保も大き

な課題となる。さらに、経済の縮小による税収減や原発事故に係る損害賠償に関す

る政府支援もある(29)。今度はいわゆる「復興債」の発行が避けられないであろう

から、その償還期間や償還財源など具体的な裏付けが必要とされる（日銀による国

債引受け論もあるが、国債に対する市場の信用を失墜させ政府にとって高くつく財

源調達になりかねない）。国債の発行規模も巨額になれば償還期間の長期化も避け

られない。そのことから、震災復興経費は臨時経費ではなく実質的には恒久的な経

費に近いものとなる。 

    今度の第１次補正予算の財源から国債を排除した理由に、先に述べたように、財

政健全化を重視する姿勢を内外に示すということが挙げられた。しかし、あえて国

債の増発を避け代替財源を年金積立金に求めても、将来の年金支給原資を少なくし、

積立金の取崩しに繋がりかねない。年金積立金の取崩しはその保有資産である国債

等の売却で賄われるので、国債の追加発行の場合と同様、市場には価格下落・金利

                                                                                 

(29) 政府は５月13日に原子力発電所事故経済被害対応チーム関係閣僚会合決定事項として「東京

電力福島原子力発電所事故に係る原子力損害の賠償に関する政府の支援の枠組みについて」を

発表している。被害者に対する東電による補償負担額に上限を設けず、また東電等の債務超過

（経営破綻）も回避するという二つの要請に応えるため支援組織（機構）が新設される。つま

り、その機構に対し「原子力事業者が負担金の支払いにより電力の安定供給に支障が生じるな

ど例外的な場合には」政府が補助を行うこととしている。「安全神話」を流布し、原発の放射

線被害に対する準備を怠ってきたことの後始末として国民への負担転嫁を生じさせる仕組みと

なっていることに注意しなければならない。東電と政府の責任が国民に押しつけられた感を否

めない。今後、具体的な法的措置が必要となるが、関連法案の国会提出の時期も明確になって

いない。 
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上昇の圧力がかかる。そのうえ、早晩巨額の「復興債」を発行せざるを得ない状況

下にある。 

    一方で、当面の復興財源を年金積立金の取崩しで調達する仕組みが、これからの

本格的な復興財源の確保策と社会保障と税の改革問題とを関連づけることになった

ことに注目しなければならない。そして、社会保障と税の一体改革では、財源とし

て消費税の増税が有力な候補に挙げられている。 

    復興財源を調達することを理由に時限的な消費税の増税を行い、その後は恒久的

に税率を維持し消費税の増収を社会保障目的に充当するとの考えもあるが、復興財

源を含め安易に消費税の増税に財源を求めることには多くの問題がある。やはり、

所得税や法人税の所得課税制度を強化し負担能力の大きさに応じた租税制度を構築

する必要がある。このことは、「復興債」の償還に限らず社会保障費の財源確保に

あたっても変わるものではない。            （2011年６月１日脱稿） 

（たなか のぶたか 岩手県立大学総合政策学部教授） 
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